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日本災害復興学会論文集執筆要領（論文書式）この位置に「論文題目」
－副題はここに－
English title here Guideline for Manuscript and Japanese Paper Sample of
the Journal of Japan Society for Disaster Recovery and Revitalization

－ English Sub title here －

400文字程度の要約
キーワード: 日本語（５語以内）
Keywords: 英語（５語以内）
１．論文集執筆要領
日本災害復興学会の論文集（日本災害復興学会論文集）の執筆要領を、日本災害復興学会論文集投稿規程第4条に基づき、次のとおり定める。
２．原稿の体裁
原稿は、規定のフォーマット(この文書は、規程のフォーマットに従っています。)を用いてPDF化したものとする。A4用紙縦置きに、横書き2段組とする。　この原稿作成例に上書きする形で記述すること。

３．原稿の長さ
原稿の長さは20,000文字以内とし、表題、要旨、本文、図、表、参考文献の全てを含めて、原則として、刷り上がりの状態で10頁以内とする。
なお、１頁の文字数は刷り上がり状態で約2,000文字とする。
４．表題
原稿の第１頁に、和文および英文で簡潔で一見して内容がわかるように工夫する。
論文の表題は12ポイントのゴシック系のフォントを使用し，原稿左１行目に書くこと。副題が必要な場合は2行目に記述すること。副題の文字の大きさは11ポイントとする。3行目には10.5ポイントのフォントを用いて英文題目を書き、必要に応じて10.5ポイントで副題を4行目に書くこと。
５. 著者名

上記点線で囲まれた部分に、著者名（和文及び英文）をフッター部分に所属名（和文及び英文）を記入すること。和文著者名には明朝体系フォントを使用し、5行目に右寄せで書き、英文氏名を6行目に右寄せで記述すること。氏名の右肩に*1,*2のように注釈をつけ、フッターに、本文との間に罫線を引いたうえで所属を明記すること。
６．要旨およびキーワード
要旨は、内容を適切に表す400文字程度の和文とする。図、表を含んではならない。文字は明朝体で、大きさは9ポイントとする。
キーワードは日本語及び対応する英語の5語以内とする。文字は明朝体とし、文字の大きさは9ポイントとする。
７．本文原稿
(1) 原稿は日本語での執筆とする。
(2) 文字の大きさは，表題に対しては12ポイント，発表者氏名と本文に対しては10ポイントを使用すること。いずれの場合も行間は1行とする。
(3) １行の文字数は22文字，行数は47行とする。
(4) 図中の説明等は必要に応じてこれらより小さな文字を使用しても構わないが，6ポイント未満の文字は避けるようにすること。
(5) 本文の項目は、大項目１、中項目 1.1、(1)、a、アの順とし、大項目及び中項目はゴシック系のフォントを使用する。大項目の前に一行空欄を設ける。
(6) 文章は、現代かなづかい、常用漢字を使用し、口語体で、簡潔かつ平易に表現する。
(7) 本文中央下余白に通し番号を記す。
(8) 単位は、原則として国際単位系（SI）を用い、記号および用語は、できるだけ最近用いられているものを使用する。 
８．図表原稿および写真
(1) 図表は、PDFに貼り込む。
(2) 図及び写真の番号は、図の下に，図1、図2 ････、表は、表の上に，表1、表2 ････、のようにゴシック体で表示する。
(3) 写真は、明瞭なものに限る。
９. 謝辞

補注　（この部分は、明朝9ポイント。）
(1)文末脚注とする。本文中の脚注や注はできるだけ避け，本文中で説明するか補注として本文末尾におく。
(2)順番に“(1) …… (9)”の番号を付け，明朝9pt の上付きで示す。
(3) 補注の形式は、必ずしもこれに沿わなくてもよい。
参考文献
(1) 文献を引用する場合は、1)、2)のような文献番号を、本文中の文献を引用する箇所に、明朝9pt の右肩付きで記入するとともに、参考文献リストは、末尾に一括して示す。
(2) 参考文献リストは記載例に従い、雑誌の場合は、著者名（発行年）、表題、雑誌名、巻数、号、頁の順序で、また、単行本の場合は、著者名（発行年）、書名、頁、出版社の順序で書くことを標準とする。
(3) 雑誌の名称は、できる限り略誌名を用いる。
(4) 査読中の論文等、投稿時の段階で公刊が確定していない論文等は参考文献に含めないこと。
参考文献　（掲載例）
1) この部分は、明朝9ポイント。　記載形式の標準は、２）、３）に示す通りです。ただし、必ずしもこれに沿わなくてもよい。

2) 著者(2013), 参考文献・論文などのタイトル, 雑誌名・出版社など, Vol.1, No.2, pp.34-56.

3) ○○省○○庁(2012), 復興の現状と取組, http://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-1/ (2013-06-23).
（ウェブページの場合、その内容がインターネットに掲載された年を（2012）のように表示、アクセス日を「(2013-06-23)」の形式で記入してください。）
その他
(1) 原稿の体裁に問題があるものについては、日本災害復興学会学会誌編集委員会論文集編集小委員会（以下「小委員会」という。）から修正を要請することがある。
(2) 二重投稿は受付けない。
(3) 先行論文の引用などでは、問題が生じないように留意する。 
なお、これらの諸問題については、著者の責任とし、本委員会では責任を負わない。
付則
2011年 7 月 9 日　設定
2011年 8 月 1 日　適用
2012年3月21日　改訂
2013年4月1日　改訂

2014年1月13日　改訂
2023年1月7日　改訂
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